
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人日本チャイル ドマインダー協会

1 事業の成果
相変わらずのコロナ禍の中、テレワーク業務はだいぶスムーズに動くようになりました。事務局の縮

小も可能となったため、経費削減のため、主たる事務所を移転することとしました。

今年度は原点に立ち返り、チャイル ドマインダーの育成を主な事業として活動いたしました。これか

らも子どもの健全育成に寄与するべく、チャイル ドマインダーの職業的地位の確立と普及及び質の向上

を図ることに注力してまいります。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【11,749】 千円)

(2)その他の事業

今年度はその他の事業を実施していません。

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

チャイル ドマ
インダー育成
のための指導
事業

学校法人・教
の教育パッ
提供

育機
ケー
関
ン

´ヽ

の 通期 事務局 Э 人 専門学校生 20人 910

チャイル ドマ
インダーの質
の管理と向上
を図る事業

チャイルマインダー
総合補償制度 通期 事務局 Э 人

チャイル ドマ

インダー活動

会員

70人 1,100

チャイル ドマ
インダーの検
定事業

英国チャイル ドマイ
ンダー検定試験の主
催 。合格証発行

毎 月 各地 O 人

英国チャイルドマイン

グー養成講座修

了者

70人 574

子 どもに関わ
るすべての人
への研修事業

自治体・NPO法 人・
民間事業者からの委
託による家庭的保育
の専門研修実施他

通期 通期 Э 人 家庭的保育者 60人 3,079

チャイル ドマ
インダー及び
利用者からの
相談事業

安心安全保育のため
の巡回指導 。相談 通期 事務局 5人

チャイル ドマ

インダー活動

会員

60人 1,195

チャイルト
゛
マインタ'―

育成のための
通信教育フ

°
ロ

グラム開発及び
提供事業

英国チャイル ドマイ
ンダー養成講座の提
供

通期 事務局 5人

英国チャイルドマイン

ダー養成講座受

講者

50人 4,891



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 |活動計算書 (その他事業が△塾場合)

事 業 報 告 用

ャイルドマイン特定非営利

ll:会 員受取会費
賛助会長受取会費

0

2.117.500

育成指導事業収益

質管理向 L事業収益
検定事業
研修事業
相談事業
通信教育事業

L810,720
1175,899
42,350
67,470
51, 185

為林差益
雑収益

売 11原価
外注費
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
修繕費
賃借料
減価償却費
保険料
組税公課
支払手数料
広告宣伝費
接待交際費
報酬手当

支払利息
雑損失
雑費

493,424
1.385,614
326,739
41,061
62.273
918,726
161,375

39,221

3,715,657
500,650
574.622
141,659

14,410

2,763,492
63,734
288,208
50,810
138,641

68,538

11,748,

旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
修繕費
it借料
保険料
租税公課
支払手数料
広告宣伝費
接待交際費
報酬手当
支払利息
失損

費
雑
雑

1, 104,01

A Ri期 経 増  減  額
】 経

外 」

)】 経

外

` 
期  経 外  増  減 C D

T期 味

70,000
△ 56.773、 480

正  味  財



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本チャイルドマインダー協会

現金預金
棚卸資産
立替金
未収還付税金

840,076
31,314
34,000
2,348,934

，

一

2
ソフトウェア 2.002,600

保証金 250,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,506,924

買掛金
短期借入金
未払費用
預り金
保険料預り金
未払消費税等

50,066,201
5,82

31

3

11

10

92

21

61

00

00

長期借入金 6,394,000

△

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 5,506,924



16 28

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本チャイルドマインダー協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
ソフトウェアの減価償却は定額法によっています。

(3)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目

チャイルト
｀
マインタ'―

育成のための

指導事業

チャイルト'マインタ―`

の質の管理と

向上を図る事
業

チャイルト'マインタ'―

の検定事業

子どもに関わ
るすべての人
への研修事業

チャイルト
｀
マインタ
・―

及び利用者か
らの相談事業

ナャイリレト マインタ ー

育成のための

通信教育プロク'

ラム開発及び提
供事業

0

0

0

1,810,720
0

0

0

0

1, 175,899

0

0

0

0

1, 142,350

0

0

0

0

1,567,470

0

0

0

0

1,951, 185

0

0

0

0

7,508,700
0

1.810.720 1. 175.899 1. 142.350 1.567.470 1,951. 185 7.508,700

0

0

19,323

4,906
7.440

92,875
6,446

4,686

357,205
0

7,825

16,924

1,722

317,367
7,614

34,432
6,070

16,563

8. 188

0

0

12,548

3, 186

4,831

60,314
4, 186

3,043

231,972
0

514,2()2

10,991

942

756

318

118

101

945

4.937
10,677

1,086

200,221

4,804
21,723
3,830

10,450

5, 166

112,996

4,056
1,034,952

0

6,774

14,650

1,490

381,761

6.591

29,807

5,255

14,338

7,088

0

3

7

7

0

8

33,322

16,588

185,822

5,286

8.017

100,079

6,947

5,049

384,915

0

8,433

18,237

1.855

341,986
8,205

37, 103

6,541

17,848

8,823

286,182
191,323

80, 128

20,342

30,851

316,057
31,575
142,783

25, 172

68,685

33,955

909.586 1.099.814 573.841 3.079、 19` 1  1.195、 056 4,891,363
909.586 1.099.814 573.841 3、 079.19・ 1  1.195,05 1    4,891,363
901. 134 /()、 U8b bb8,bUソ △ 1.511,72` 756. 129| 2,617,337

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人 件費
人件費計
(2)そ の他経費
売上原価
外注費
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費

修繕費
賃借料
減価償却費

保険料
租税公課

支払手数料
広告宣伝費
接待交際費
報酬手当

支払利息
雑損失
雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



科 目 事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1,人件費
人件費計
(2,そ の他経費
売上原価
外注費
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費

消耗品費
修繕費
賃借料
減価償却費
保険料
租税公課
支払手数料
広告宣伝費
接待交際費
報酬手当

支払利息
雑損失
雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

0

0

0

15, 156,324

0

2.117,500
0

0

0

80.274

2, 117.500

0

0

15, 156,324

80.274
15, 156.324 2. 197.774 17.354.098

493,424
1,385,614

326,739
41,061
62,273

918,726
161,375

39,221

3,715,657
500,650
574,622
141,659

14,410

2,763,492
63,734
288,208
50,810
138,641

68.538

0

0

23,453
5,954

9,030
112,727

7,824

5,687

433,560
0

9,498

20,541

2,090

385,206
9,242

41,792
7,368

20, 104

9.939

493,424
1,385,614
350, 192

47,015
71,303
1.031,453
169, 199

44,908
4, 149,217

500,650
584, 120

162,200

16,500

3, 148,698

72,976
330,000
58. 178

158,745

78.477
11,748,854 1, 104,015 12,852,869

11,748,854 1, 104,015 12.852.869

3.407.470 1,093,759 4,b01,229

期末取得価額科 日 期首取得価額 取得 減少 減価償却累計額

5,354,800

82,0()0

2,503,250

1

36,744

5, 104,800

82,000

1

36,744

250,000

0

2,5()3,250 500.650

250.000

0

2,002、 600

7.976.795 1    5.223.545 2.753.250 500,650 2.252.600

有形固定資産

建物付属設備

什器備品

無形固定資産

電話加入権

ソフトウェア

投資その他の資産

保証金

合計

3.固 定資産の増減内訳

4.借 入金の増減内訳

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費については、売上比率に基づき按分しています。

禾斗目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

5,820.000 2.192 5,822.192

6.394.000 6,394,000

12.214.000 2.191 12.216.192

短期借入金

長期借入金

合計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 2年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

現金預金
手元現金
三菱ビFJ銀行普通預金
りそな銀行普通預金
ゆうちょ銀行通常貯金
棚卸資産
チャイルドマインダー育成のための通信教育フ

°
ログラム開発及び提供事業丼ストカ'イ ド

立替金
普及啓蒙事業杉並応援券
未収還付税金

840,076

31,314
31,314

34,000
34,000

2. 348. 934

資産合計  ・・・① 3,254,324
定資産

(1)有形固定資産
９

』

2,002、 600

2,002,600

250,000
250,000

3

ソフトウェア

子どもに関わるすべての人への研修事業WEB講義

保証金
主たる事業所賃貸保証金

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,506,924

未払金
事業諸経費
短期借入金

未払費用
諸経費
預り金
源泉徴収税
保険料預り金
損害保険料
未払消費税等

50,066,201

5,822, 192

316,221

32,161

112,800

50,066,2()1

5,822,192

316,221

32,161

112,800

105,600

定負債

6、 394、 000
6,394,000

| 6,394,000

長期借入金
日本政策金融公庫借入金

【I

，

」

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ
定 ・④僣合計 6.394,000

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 62,849` 175

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 ###########|

288,111
535,175
13,622

3, 168



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 J卍誌斃虐ぢF幌隆繕|き鮮ξダ編鯉蜜魂場所並

特主主宣澤」量動法△週塾豆li笙2L主ヱ1生ン2三並盤ヒ_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 CD・監事
シラクラ  フサコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年   月   日

年 月白倉 房子

2 ⊂∋)。監事
マキウチ  ミエコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日牧内 美恵子

3 ⊂3)・ 監事
ヒラモト  テルマ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日平本 照磨

4 理事。OD
シド
｀
リ  カツヒサ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日志鳥 勝久

5 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年 月

月

日

日年

6 理事・監事

年   月   日

年   月   日

年   月   日

年   月   日

7 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年   月   日

9 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年   月   日

年 月

10 理事・監事

年  月  日

年 月

年  月  日

年 月 H



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人__旦杢豆量」饉凶主垂生と生 二協全 ______

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
畠中 宗一

2
竹原 敬二

3
白倉 房子

4 馬場 博規

Ｆ
０

加藤 圭子

6
坂井 紀代子

7
西川 友子

8 志鳥 勝久

9
坂田 知巳

10
鷹野 泉

ll

12


